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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

 当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第45期

第１四半期 
累計期間 

第46期
第１四半期 
累計期間 

第45期

会計期間 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成24年
４月１日 

至平成24年 
６月30日 

自平成23年
４月１日 

至平成24年 
３月31日 

売上高（千円）  2,102,540  2,098,915  8,796,235

経常損失（△）（千円）  △129,454  △15,793  △220,484

四半期（当期）純損失（△） 

(千円） 
 △178,936  △55,809  △320,999

持分法を適用した場合の投資利益 

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  1,859,070  1,859,070  1,859,070

発行済株式総数（千株）  37,181  37,181  37,181

純資産額（千円）  2,117,884  1,923,315  1,981,469

総資産額（千円）  9,462,236  9,278,657  8,705,978

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 
 △4.83  △1.51  △8.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －

自己資本比率（％）  22.4  20.7  22.8

２【事業の内容】
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当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

   

  

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（1）業績の状況  

 当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興に向けた取組などにより緩やかな回復基調

にあるものの、電力の使用制限に加え、長引く円高や海外経済の低迷による影響等により、依然として景気の先行き

が不透明な状況で推移いたしました。 

 加工食品業界におきましては、デフレによる個人消費の低迷や同業社間の顧客獲得競争が続くとともに、天候不良

などにより主要原材料価格は高値で推移しており、引き続き厳しい経営環境が続いております。 

 このような状況のもとで、当社は、食品メーカーとしての基本である「安全性」確保のために「品質管理」を一層

徹底し、「安全で安心な質の高い製品やサービス」の提供に努めてまいりました。 

 営業面では、当社の強みである多品種少量生産の技術できめ細かい営業に努め、販路拡大、収益の向上に努力して

まいりました。 

 生産面では、品質管理を一層徹底し安全な商品作りに努める一方、生産効率の向上によるコスト削減と、さらなる

品揃えの充実に取り組んでまいりました。 

 この結果、当第１四半期累計期間の売上高は、販売数量の低下等により前年同期に比べ3百万円減少して20億98百

万円（前年同期比99.8％）となりました。また損益につきましては、製造コストの削減等に努めた結果、営業損失は

前年同期に比べ1億8百万円改善して8百万円（前年同期は1億16百万円の営業損失）、経常損失は前年同期に比べ1億

13百万円改善して15百万円（前年同期は1億29百万円の経常損失）、四半期純損失は前年同期に比べ1億23百万円改善

して55百万円（前年同期は1億78百万円の四半期純損失)となりました。 

   

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（3）研究開発活動  

 当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、2,168千円であります。 

 なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

（4）主要な設備  

 当第１四半期累計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式   55,400,000

優先株式  13,215,000

計  68,615,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  37,181,410  37,181,410

大阪証券取引所  

ＪＡＳＤＡＱ 

(スタンダード）  

単元株式数1,000株

計  37,181,410  37,181,410 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数残
高（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成24年４月１日～

平成24年６月30日 
 －

 普通株式 

 

  

37,181,410  －  1,859,070  －  －

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。 

  

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、5,000株（議決権5個）含

まれております。 

２．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式630株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 （注）当第１四半期会計期間末日現在の当社所有株式数は121,808株であります。 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株数） 

 普通株式     121,000
－ 

1(1)②発行済株式の「内

容」欄に記載のとおり

であります。 

完全議決権株式（その他）  普通株式   36,823,000  36,823  同上 （注）１ 

単元未満株式  普通株式    237,410 － 
１単元（1,000株）未満

の株式（注）２ 

発行済株式総数  37,181,410 － － 

総株主の議決権 －  36,823 － 

  平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 （自己保有株式） 

オーケー食品工業株式

会社 

 福岡県朝倉市小田 

 1080-1 
 121,000 －  121,000  0.32

計 －  121,000 －  121,000  0.32

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準           ％ 

売上高基準       ％  

利益基準           ％ 

利益剰余金基準    ％ 

（注） 割合の算出において、会社間における債権債務及び資産に含まれる未実現損益、並びに会社間取引の消去は行

っておりません。 

  

第４【経理の状況】

0.58

0.74

3.03

14.87
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 486,235 942,163

受取手形及び売掛金 ※  1,452,513 ※  1,396,249

商品及び製品 453,509 470,459

仕掛品 29,493 27,951

原材料及び貯蔵品 316,480 513,786

繰延税金資産 98,097 68,998

その他 29,738 26,767

貸倒引当金 △3,789 △1,825

流動資産合計 2,862,279 3,444,550

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,583,126 1,563,598

機械及び装置（純額） 1,219,775 1,333,769

土地 1,570,094 1,570,094

リース資産（純額） 101,391 110,267

建設仮勘定 119,000 －

その他（純額） 190,599 190,051

有形固定資産合計 4,783,987 4,767,781

無形固定資産 1,773 30,563

投資その他の資産   

繰延税金資産 344,892 338,801

賃貸不動産（純額） 381,212 375,103

その他 340,508 328,939

貸倒引当金 △8,675 △7,082

投資その他の資産合計 1,057,938 1,035,762

固定資産合計 5,843,698 5,834,107

資産合計 8,705,978 9,278,657

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※  688,078 ※  799,224

短期借入金 1,300,000 1,360,000

1年内返済予定の長期借入金 392,800 448,800

リース債務 27,336 36,714

未払法人税等 18,374 5,723

未払配当金 626 620

賞与引当金 86,951 21,616

その他 ※  718,218 ※  800,871

流動負債合計 3,232,384 3,473,571
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

固定負債   

長期借入金 2,995,800 3,354,100

リース債務 78,887 109,109

役員退職慰労引当金 122,120 123,730

退職給付引当金 214,742 213,879

資産除去債務 51,528 51,795

長期預り敷金保証金 27,708 27,708

その他 1,337 1,447

固定負債合計 3,492,124 3,881,770

負債合計 6,724,508 7,355,341

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,859,070 1,859,070

利益剰余金 144,724 88,914

自己株式 △14,151 △14,166

株主資本合計 1,989,643 1,933,818

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △8,173 △10,503

評価・換算差額等合計 △8,173 △10,503

純資産合計 1,981,469 1,923,315

負債純資産合計 8,705,978 9,278,657
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 2,102,540 2,098,915

売上原価 1,717,886 1,635,197

売上総利益 384,653 463,718

販売費及び一般管理費 501,549 472,284

営業損失（△） △116,895 △8,566

営業外収益   

受取配当金 1,490 1,356

受取賃貸料 18,987 19,029

その他 2,085 5,555

営業外収益合計 22,564 25,941

営業外費用   

支払利息 19,950 18,732

賃貸収入原価 12,869 11,817

その他 2,303 2,618

営業外費用合計 35,123 33,168

経常損失（△） △129,454 △15,793

特別損失   

減損損失 111,888 －

投資有価証券売却損 － 847

ゴルフ会員権評価損 375 －

たな卸資産廃棄損 12,876 －

特別損失合計 125,139 847

税引前四半期純損失（△） △254,594 △16,640

法人税、住民税及び事業税 3,350 3,345

法人税等調整額 △79,008 35,824

法人税等合計 △75,657 39,169

四半期純損失（△） △178,936 △55,809
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 （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失はそれ

ぞれ1,746千円減少しております。 

  

  

※ 四半期会計期間末日満期手形 

 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。 

  

【会計方針の変更等】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

  
前事業年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期会計期間
（平成24年６月30日） 

受取手形 千円 6,253 千円 11,346

支払手形  127,849  130,500

設備関係支払手形  2,499  14,012
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 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に

係る減価償却費は、次のとおりであります。 

  

  

該当事項はありません。 

   

  

該当事項はありません。 

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期累計期間

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

減価償却費 千円 135,528 千円 143,056

（株主資本等関係）

（持分法損益等）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第１四半期累計期間

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △4 83 円 銭 △1 51

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（千円）  △178,936  △55,809

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千

円） 
 △178,936  △55,809

普通株式の期中平均株式数（千株）  37,063  37,059

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオーケー食品工

業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第46期事業年度の第１四半期会計期間（平成24年４月１日か

ら平成24年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、オーケー食品工業株式会社の平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年８月７日

オーケー食品工業株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士 柴田 良智  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士 森 昭彦   印 

  

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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